以下の①から⑤の新聞記事の中から二つを選び、それぞれ次の点につき答えなさい。

　１．記事において問題となっている労働法上の論点

　２．その論点の前提となる法内容の説明

　３．その論点に関する諸説

　４．その論点に関する自らの見解

┌──────────────────────────────────────────────┐

│注意：1.いずれの記事を選択したのかを明記すること。                                          │

│　　　2.二題の解答がないと回答とは認めない。一題の解答のみではそもそも解答とは扱わない。    │

│      3.二題の解答の順序は問わない。                                                        │

│　　　4.解答用紙には、一題の解答を表面に他の一題の解答を裏面に書くような目安で記述すること。│

│　　　5.出題への解答に直接関係のない事項を記入した場合には、答案を無効と扱う。              │

│　　　6.設問１から４はこの順番で記述する必要はないが、全体として論旨が通っている必要がある。│

│　　　7.解答の書き方は既に説明したとおり。法的論点について検討を行うこと。                  │

│      8.採点基準（各問５０点満点、合計１００点満点で採点する）                              │

│        a)設問の１．から４．の項目毎に、基本的には○△Ｘの三段階評価を行う。                │

│        b)○は必要なことが述べられている場合につけ、１０点。                                │

│　　　　　△は不十分にしか述べられていない場合につけ、５点。                                │

│　　　　　Ｘは何も述べられていない場合、ないしまったく関係ないことを述べている場合で、０点。│

│　　　　c)さらに、独創的な考えがみられた場合には、各問共に10点の範囲で追加点をつける。     │

└──────────────────────────────────────────────┘
①住友電工事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年07月31日より

　住友電気工業の女性社員二人が同社を相手に男性との賃金の差額や慰謝料など総額約一億五千七百万円の損害賠償を求めた訴訟。裁判長は、高卒の男女で賃金格差など処遇の違いが生じた原因について、「男性は本社人事部によって中堅幹部候補として採用されたが、女性は補助的業務を担当する社員として事業所ごとに採用されたため」と判断。「女性であることを理由に全社採用の対象から排除されたことは男女差別以外のなにものでもなく、性別による差別を禁じた憲法の趣旨に反しているが、当時の社会状況のもとでは公序良俗違反とすることはできない」と述べた。その理由を、「当時は女性は結婚して家庭に入るという役割分担意識が強く、短期間で退社する傾向にあったことや深夜労働を制限されていたことから、会社としては効率のよい労務管理を行わざるを得なかった」と説明した。二人は高校を卒業後、六六年から六九年に住友電工に入社。昇進や昇給は同期の男性社員と比べて大幅に遅れ、賃金は九八年当時で月額で約二十三万円の格差がついた。

②角川文化振興財団事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年12月27日より

　角川文化振興財団が角川書店からの編集委託契約打切りに伴って編さん室を廃止し、それを理由に解雇された十四人のうち九人が地位保全の仮処分を申し立てた事件。決定は、「解雇は本来自由に行いうる」と強調し、「解雇に理由らしい理由がないことの主張・立証責任は労働者側にある」とも述べた上で、雇用目的である編集業務の委託契約が打ち切られた以上、財団が雇用し続ける理由はないと判断している。

③ＮＴＴ事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年04月01日より

　約一カ月間の研修中に年次有給休暇を申請して労組の結成大会に出席したところ、無断欠勤になるとしてけん責処分を受けたＮＴＴ社員が、同社を相手に処分の無効確認を求めた訴訟。一、二審判決によると、原告は一九八九年十一月二十一日に開かれた全国労働組合総連合（全労連）の結成大会に出席するため、前日に上司に年休取得を申請した。上司は技術訓練中だったことを理由に時期を変更するよう求めたが、原告は仕事を休んで大会に出席した。会社側はこれを無断欠勤と判断してけん責処分をし、定期昇給額の半分を減らすなどした。

④北都銀行事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年09月13日より

　完全週休二日制の導入の代わりに、平日の勤務時間延長は認められるのか。完全週休二日制、週四十時間労働を敷く北都銀行は現在、繁忙期の毎月二十五日から月末にかけて終業時間を通常より四十五分間延長（当初は一時間）、平日も十分間延ばしている。判決によると、旧羽後銀行は完全週休二日制実施に伴い、多数派組合との合意を得て就業規則を改正。原告が所属する少数派組合の同意を得ないまま原告にも適用した。原告は八九年五月、「時間外手当が月に約二万円減った」として提訴。

⑤社会保険京都病院事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年09月12日より

　北区の社会保険京都病院で、雇用契約を更新されなかった看護婦森川純子さん（三四）が、地位保全などを求めた。森川さんは雇用期間を一九九八年四月から一年間とする「パートタイム看護婦」として同病院に採用され、診療科などで勤務。その後、期間半年の雇用契約を二度更新し、今年三月まで勤めたが、四月以降について同病院は「契約期間終了」を理由に更新を拒んだ。河田裁判官は、同病院がこれまでパート看護婦を雇用期間の満了だけを理由に解雇した例がなかったことや、病院側が採用時に「雇用期間が満了しても辞めさせられることはない」と説明していたことなどを指摘。

